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論 説 

インターネット通信販売事業における恒久的施設の認定及び 

その所得算定に関する一考察 

－東京地裁平成 27 年 5 月 28 日判決を題材にして－ 

 

東北大学大学院教授 

住 倉 毅 宏  

 

◆SUMMARY◆ 

インターネットを利用した取引においては、非居住者・外国法人は、課税を受ける施設や

人の存在というものがなくとも、他の国の顧客との取引から相当な利益を得ることが可能と

なることから、恒久的施設がなければ課税されないという現行の課税ルールが公平な課税権

の配分ができるようなものであるのか、課税の空白が生まれているのではないかという疑問

が生ずる。 

そのような認識の下、OECD の BEPS プロジェクトでは、恒久的施設の定義の見直しが検

討の対象に挙げられ、平成 27 年 10 月に公表された BEPS 行動 7 最終報告書において、準備

的又は補助的な性格の活動をする事業活動を行う一定の場所のみが恒久的施設に該当しない

ということを明確にするよう OECD モデル租税条約 5 条 4 項の改正が勧告された。 

本稿は、東京地裁平成 27 年 5 月 28 日判決を題材にして、非居住者・外国法人により日本

国内で行われるインターネット通信販売事業において、恒久的施設の認定における準備的又

は補助的な活動及び AOA に基づきその恒久的施設が本店等から分離・独立した企業である

とした場合に得られる所得の算定について考察するものである。 

（平成 28 年 11 年 30 日税務大学校ホームページ掲載） 

（税大ジャーナル編集部） 

 

  

本内容については、全て執筆者の個人的見解であり、税

務大学校、国税庁あるいは国税不服審判所等の公式見解を

示すものではありません。 
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１．はじめに 

デジタル化の進展により、今では世界中か

ら様々なものを自宅に居ながらにして購入で

きる状況になっている。それは、企業側にとっ

ては、インターネットを利用すれば他の国に

営業拠点などを有さずとも、外国にいる消費

者や企業顧客との間で取引を行うことができ

るということである。 

現行の課税ルールでは、OECD モデル租税

条約 7 条 1 項で規定されているように、非居

住者又は外国法人が行う事業活動については、

恒久的施設がなければ課税されないというこ

とになっている。しかし、インターネットを

利用した取引においては、非居住者・外国法

人は、課税を受ける施設や人の存在というも

のがなくとも、他の国の顧客との取引から相

当な利益を得ることができるようになってお

り、現在の課税ルールが公平な課税権の配分

ができるようなものであるのか、課税の空白

が生まれているのではないかという疑問が生

じてきたのである(1)。 

そのような認識の下、G20／OECD によっ

て平成 24 年以降「税源浸食と利益移転（Base 

Erosion and Profit Shifting、以下「BEPS」

という。）プロジェクト」の行動計画のうちの

一つ BEPS 行動計画 1「電子経済の課税上の

課題への対処」として検討された。その中で、

恒久的施設の定義の見直しが検討の対象に挙

げられ、同行動計画 7「恒久的施設（PE）の

人為的回避の防止」において検討がなされ

た(2)。 

恒久的施設とは、事業活動を行う一定の場



税大ジャーナル 28 2017.9 

57 

所のことであり（同 5 条 1 項）、準備的又は

補助的な性格の活動を行う場所については、

恒久的施設から除外されるものとされている

（同条 4 項）。たとえ何らかの施設が存在し

ても、例えば、商品の保管、引渡しのみを行

う施設であれば課税対象とならないのである。 

しかし、準備的又は補助的な活動というこ

とで課税の対象とならないという恩恵を与え

られてきた特定の活動が、デジタル経済にお

いては事業の重要な構成要素になっているの

であり、これまで準備的又は補助的とされて

きた活動について見直すべきではないだろう

かとされた。（BEPS 行動 1 最終報告書(3)）。 

検討の結果、平成 27 年 10 月に公表された

BEPS 行動 7 最終報告書では、「準備的又は

補助的な性格」の活動をする「事業活動を行

う一定の場所」のみを恒久的施設に該当しな

いものとすべきであり、それを明確にするよ

うにモデル租税条約 5 条 4 項の改正が勧告さ

れた(4)。 

本稿においては、非居住者、外国法人によ

り日本国内で行われるインターネット通信販

売事業において、恒久的施設の認定における

準 備 的 又 は 補 助 的 な 活 動 及 び AOA

（Authorised OECD Approach）に基づきそ

の恒久的施設が本店等から分離・独立した企

業であるとした場合に得られる所得の算定に

ついて、裁判例を素材に検討することとした

い。取り上げる判決は、東京地裁平成 27 年 5

月 28 日判決(5)である。 

 

２．東京地裁平成 27年 5月 28日判決 

(1) 事案の概要 

イ 納税者 

原告 X は、平成 14 年以降、日本の顧客を

対象として米国から輸入した自動車用品につ

いてインターネットを通じて販売する事業

（以下「本件販売事業」という。）を営んでい

た個人事業者であり（以下、X が営む企業を

X 個人と区別して「本件企業」ともいう。）、

平成 16年 10月に米国に向けて出国している。 

ロ 本件販売事業の概要 

本件販売事業の概要は、① 米国で自動車用

品（カーセキュリティ用品及びカーオーディ

オ用品）を仕入れて本邦に輸入し、日本国内

において保管する、② インターネット上に自

動車用品を販売するホームページ（以下「X

ホームページ」という。）を開設するほか、電

子商店街 A に出店し（以下、当該電子商店街

に掲載する本件企業のウェブページを「A

ウェブページ」といい、X ホームページと併

せて「X ホームページ等」という。）、さらに

オークションサイト B に出品して、上記自動

車用品の注文を受ける（なお、商品代金の決

済は、日本国内にある銀行への振込み又は代

金引換の方法により行う。）、③ 注文に応じて、

日本国内の保管先から顧客に対し、運送業者

を介して、注文商品を配送するというもので

あった。注文商品を発送する際、独自の日本

語版取扱説明書（以下「日本語取説書」とい

う。）を同梱することもあった。 

X は、平成 13 年 11 月、兵庫県高砂市所在

のアパート（以下「本件アパート」という。）

を賃借し、平成 14 年以降、本件販売事業に

おける商品の保管、梱包、発送等の業務を行

う場所として、本件アパートを使用していた。

本件アパートに設置した電話及びファックス

の番号は、X ホームページ等において、本件

企業の連絡先として掲載されている。平成 16

年 4 月頃、本件販売事業の効率化を図るため、

本件アパートにあるデスクトップパソコンに

商品管理システムが組み込まれた。 

X は、取扱商品が増加したことなどから、

出国後の平成 18 年 11 月、兵庫県高砂市所在

の倉庫（以下「本件倉庫」という。）に係る賃

貸借契約を締結し、本件企業は、この頃以降、

商品の保管、梱包、発送等の業務を行う場所

として、本件倉庫を使用していた（以下、本

件アパートと併せて「本件アパート等」とい

う。）。 
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本件アパート等には、そこでの業務に従事

するパートタイマー（以下「本件従業員」と

いう。）が雇用されていた。本件従業員の主な

業務は、輸入された商品の受取、保管、販売

商品の梱包・発送、返品された商品の受取、

代替商品の発送、X ホームページ等に掲載す

る商品写真の撮影である。 

一方、X が、米国に居住している間、本件

販売事業について行っていた主な業務の内容

は、市場動向の調査、商品の仕入れ及び支払

業務、X ホームページ等の管理（記事掲載等）、

電子メールによる顧客とのやり取り、日本語

取説書の作成業務であった。 

本件販売事業の内容は、X が米国に居住し

ている間においても日本出国前と同様であっ

た。 

ハ 申告、税務調査、課税処分 

X が、平成 16 年 10 月に米国に出国し、平

成 17 年ないし平成 20 年（以下「本件各係争

年」という。）において所得税法上の非居住者

（同法 2 条 1 項 5 号）となっていることに争

いはなく、米国に移住後、平成 17 年ないし

20 年分（本件各係争年分）について確定申告

書を日本の税務署に提出していない。 

処分行政庁の調査担当職員（以下「本件調

査担当職員」という。）は、X に対し所得税及

び消費税等の調査（以下「本件税務調査」と

いう。）を実施し、処分行政庁は、本件販売事

業の用に供していた本件アパート等が、日米

租税条約５条の規定する「恒久的施設」に該

当し、X は本邦において所得税を納税すべき

義務があるとして、所得税決定処分及び無申

告加算税賦課決定処分を行った。その際、X

が本件各係争年分に係る帳簿書類等の提示を

拒否し、本件各係争年分に係る所得金額等を

実額により把握することができなかったため、

X の平成 16 年分の事業所得に係る青色申告

特別控除前の所得金額の総収入金額に占める

割合（以下「X 所得率」という。）を本人比率

として算出して、本件税務調査により把握し

た本件各係争年分におけるXの事業所得の総

収入金額にX所得率を乗じてXの所得金額を

推計した。なお、消費税について同期間の課

税処分も行われたが争われていない。 

 

(2) 争点(6) 

イ 本件アパート等は、日米租税条約 5 条の

規定する恒久的施設に該当するか否か（本

件アパート等は、同条 4 項(a)号により恒久

的施設から除外すべきものに該当するか否

か。）。 

ロ 本件アパート等が恒久的施設に該当する

場合において、日米租税条約 7 条に基づき

課税できる所得の範囲はどこまでか。 

 

(3) 恒久的施設該当性についての判示 

（争点イ） 

イ 日米租税条約 5 条 4 項の解釈 

「日米租税条約 5 条 4 項各号の文言について

みるに、同項(e)号は、『企業のためにその他

の準備的又は補助的な性格の活動を行うこと

のみを目的として、事業を行う一定の場所を

保有すること』と規定しており、上記『その

他の』準備的又は補助的な性格の活動という

規定振りに鑑みれば、同号に先立つ同項(a)

号ないし(d)号は、文理上、『準備的又は補助

的な性格の活動』の例示であると解すること

ができる。また、同項(f)号・・・が同項(a)

号ないし(e)号所掲の活動を組み合わせた活

動について、あえて『準備的又は補助的な性

格』であるとの限定を付しているのは、同項

(a)号ないし(e)号所掲の活動が『準備的又は補

助的な性格』の活動であることを前提とした

上で、各号を組み合わせることによって、そ

の活動の全体が『準備的又は補助的な性格』

を超える場合には、恒久的施設の対象から除

外しない旨を規定したものと解するのが合理

的である。 

以上によれば、日米租税条約 5 条 4 項(a)

号ないし(d)号は、『準備的又は補助的な性格
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の活動』の例示であり、ある場所が同項各号

に該当するとして恒久的施設から除外される

ためには、当該場所での活動が準備的又は補

助的な性格であることを要するものと解すべ

きである。」 

ロ OECD モデル租税条約コメンタリーか

らの検討 

「OECD〔モデル租税条約の〕コメンタリー

〔以下「OECD コメンタリー」という。〕は、

OECDモデル租税条約5条4項各号の活動の

共通の特徴が準備的又は補助的な性格であっ

て、同項全体が準備的又は補助的な性格の活

動を恒久的施設から除外するための規定であ

るとの解釈を示しており、日米租税条約 5 条

4 項(a)号ないし(d)号に係る当裁判所の解釈

に符合したものであるということができる。」 

ハ 恒久的施設（日米租税条約 5 条 1 項）該

当性 

「本件アパート等は、X が米国に居住してい

る間も、① 本件販売事業の商品を保管してお

き、② 顧客の注文を受けて、個別に商品を梱

包した上で顧客向けに発送し、また、③ 顧客

からの返品があった場合には、返品された商

品を受け取り、代替商品を発送するなどの業

務を行う場所であった（…）のであるから、

本件アパート等が本件販売事業の全部又は一

部を行う一定の場所であったことは明らかで

あり、本件アパート等は、日米租税条約 5 条

1 項の規定する『恒久的施設』に該当する。」 

「① 本件アパートは、本件倉庫が賃借された

後も、X ホームページ等において、本件企業

が所在する場所として掲載され（…）、② 本

件企業は、本件倉庫において商品の保管、梱

包、発送等の業務をしていたにもかかわらず、

本件アパートを発送元として、商品を発送し

ていた（…）のである。さらに、③ 本件企業

は、顧客が返品を希望した場合には、あえて

本件アパート宛てに商品を発送させ、本件倉

庫において、転送届により本件アパートから

転送された商品を受け取っていたのである

（…）。 

これらの事実関係によれば、本件アパート

は、本件倉庫が賃借され、X 及び本件従業員

による具体的な作業の場所が本件倉庫に移転

した後においても、本件倉庫と一体となって、

本件企業としての活動を行う場所としての機

能・役割を担っていたということができる。

なお、ある場所が日米租税条約 5 条 1 項の定

める恒久的施設に該当するか否かは、企業と

しての活動（事業）の有無及び内容によって

判断すべきものであるから、X 及び本件従業

員が本件アパートにおいて具体的な作業を

行っていなかったことは、上記認定・判断を

覆す事情には当たらない。」 

ニ 準備的又は補助的な活動（日米租税条約

5 条 4 項）該当性 

「以下述べるとおり、本件アパート等におけ

る活動が『準備的又は補助的な性格』のもの

であるということはできず、本件アパート等

は、上記〔日米租税条約 5 条 4 項〕各号のい

ずれにも該当しないというべきである。」 

「本件企業の所在地が日本国内であること

は」インターネット上の電子商店街への出店

又はインターネットを介して競売を行う

ウェッブサイトへの出店の「取引の前提条件

となる重要な要素であ」り、「本件アパートは、

本件販売事業における唯一の販売拠点（事業

所）としての役割・機能を担って」おり、「本

件倉庫も、本件アパートと一体となって、本

件企業の販売拠点（事業所）としての役割・

機能を担っていたということができる。」 

「〔インターネット〕通信販売という事業形

態に鑑みれば、対面取引に比して、商品の購

入者に対する商品の配送（発送）業務が事業

の重要な部分を占めていることは明らか」な

こと、「顧客からの返品に対応することも重要

な業務である」こと、また、「米国から仕入れ

た自動車用品を低価格で販売し、注文された

商品を速やかに顧客に配送する」ために「本

件アパート等における保管及び発送業務は重
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要なものであったということができる。」 

「本件企業は、本件アパート等を販売拠点（事

業所）として、本件販売事業における販売活

動を行い、かつ、本件従業員が、本件企業の

事業所である本件アパート等において、通信

販売である本件販売事業にとって重要な業務

（商品の保管、梱包、配送、返品の受取り等）

を実際に行っていたことに鑑みれば、本件ア

パート等が本件販売事業にとって『準備的又

は補助的な性格の活動』を行っていた場所で

あるということはできない。そうである以上、

本件アパート等は、日米租税条約 5 条 4 項各

号のいずれにも該当しないというべきであ

る。」 

「以上によれば、本件アパート等は、本件各

係争年において、本件販売事業の全部又は一

部を行う一定の場所（日米租税条約 5 条 1 項）

であり、かつ、同条 4 項各号のいずれにも該

当しないから、同条の規定する『恒久的施設』

に該当するというべきである。」 

 

(4) 恒久的施設帰属所得に関する判示 

（争点ロ） 

イ 恒久的施設帰属所得の算定 

「日米租税条約の上記各規定〔同 7 条 1 項第

2 文ないし 3 項〕の内容に鑑みれば、本件に

おいては、① X の所得のうち本邦において課

税対象とされる所得は、日本国内の『恒久的

施設』を通じて行われた事業による部分であ

り（日米租税条約 7 条 1 項第 2 文）、また、

② 当該所得については、当該恒久的施設を X

と独立の立場にある企業と擬制した上で、X

の所得を当該恒久的施設に配分することに

よって算定する（同条 2 項及び 3 項）ことに

なるものと解すべきである。」 

「本件販売事業は、全て本件アパート等を通

じて行われたものであるということができる

から、日米租税条約 7 条に基づき課税できる

所得の範囲は、同条 2 項及び 3 項に基づき、

本件アパート等をXと独立の立場にある企業

と擬制した上で（以下、同条 2 項及び 3 項の

適用に当たって擬制する上記企業を「本件擬

制企業」という。）、本件販売事業により生じ

た国内源泉所得を本件擬制企業に配分するこ

とによって算定される所得金額であると解す

べきである。」 

「日米租税条約７条 2 項及び 3 項に基づき本

件擬制企業に配分されるべき国内源泉所得を

算定するに当たっては、本件アパート等が本

件販売事業において担っている役割・機能を

前提とすべきであるところ、本件アパート等

は、…本件販売事業における唯一の販売拠点

（事業所）としての役割・機能を担っていた

というべきである。 

したがって、日米租税条約 7 条 2 項及び 3

項に基づき本件擬制企業に配分されるべき国

内源泉所得は、日本国内にある本件擬制企業

が、本件アパート等を販売拠点（事業所）と

して事業活動（販売活動）をした場合におい

て取得したとみられる利得であるというべき

であ」る。 

X が、本件アパート等を独立の倉庫業者と

擬制すべきと主張するのに対し、「本件企業が、

本件アパート等を販売拠点（事業所）として

販売活動を行っている以上、本件アパート等

を単なる倉庫業者として擬制することはでき

ない」としている。 

ロ 推計課税 

「X は、本件販売事業における所得金額等を

申告せず、本件調査担当職員が帳簿書類等の

提出を繰り返し要求してもこれを拒絶してい

た（…）のであるから、本件擬制企業に配分

されるべき所得金額については、実額で計算

することはできず、推計の方法によって算出

せざるを得ない。」 

「被告は、本件販売事業における収入金額

（売上金額）に X 所得率を乗じる方法によっ

て、上記所得金額を推計している（…）。そし

て、本件擬制企業に配分されるべき所得金額

は、本件擬制企業が、本件アパート等を販売
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拠点（事業所）として事業活動をした場合に

おいて取得したとみられる利得であるところ、

X 所得率は、X が日本国内に居住しながら本

件アパートを販売拠点として本件販売事業を

営んでいた当時（平成 16 年分）の青色申告

特別控除前の所得金額の総収入金額に占める

割合であるから（…）、上記所得金額を推計す

るに当たって、X 所得率を基礎とすることに

は合理性があるということができる。そして、

上記収入金額が本件税務調査によって把握し

た実額であり、」「平成 16 年分と本件各係争

年分において、本件販売事業の基本的内容に

変化はないこと（…）を併せ考えれば、本件

販売事業における収入金額（売上金額）に X

所得率を乗じる方法によって、本件擬制企業

が、本件アパート等を販売拠点（事業所）と

して事業活動をした場合において取得したと

みられる利得を推計する方法には合理性があ

るということができる。」 

ハ X が米国において支出した費用を利得の

推計に当たり考慮すべきか 

「X が、米国に移住することによって、取

扱商品の選択や仕入れに係る業務を効率的に

行うことができるようになったこと」、「〔X

が〕米国における経費を控除すべきであると

主張しながら客観的資料を提出していなかっ

たこと（…）を併せ考えれば、X が米国に移

住したことによって、本件販売事業における

経費率が増加するなどの事情は存在しないも

のと事実上推定することができ、」「X の収入

金額にX所得率を乗じることによって所得金

額を推計する方法は、いわば控え目な方法に

よる推計であるということができるから、米

国における経費等を個別具体的に考慮してい

ないことは、上記推計の合理性を否定する事

情には当たらないというべきである。」 

また、「本件擬制企業が米国にいる X に対

し、X の仕入原価に粗利分を加えた対価を支

払うものと観念することになるとも解し得

る。」として、この面からも検討を加えるも、

「帳簿書類等の客観的資料の提出を拒否して

いたこと（…）に鑑みれば、本件において上

記対価を試算することは不可能であるといわ

ざるを得ない」こと、「本件販売事業における

事業活動（販売活動）は、全て本件アパート

等を販売拠点（事業所）としてされた」こと、

「控え目な方法による推計であることを併せ

考えれば、本件擬制企業に配分される所得の

算定（推計）に当たり、本件擬制企業が米国

にいるXに支払うべき対価を個別具体的に考

慮していないことは、上記推計の合理性を否

定する事情には当たらないというべきであ

る。」とした。 

「以上によれば、本件については、推計の必

要性及び合理性が認められ、被告の主張する

所得金額等（…）は、適正であるということ

ができる。」 

 

３．恒久的施設該当性（争点イ）についての

検討 

争点イでは、本件アパート等は、日米租税

条約 5 条の規定する恒久的施設に該当するか

否かが争われている。これに対し本判決では、

①日米租税条約5条4項(a)号の解釈としてそ

の活動が準備的又は補助的なものに限られる

こと（以下「準備的又は補助的要件」という

ことがある。）、②本件アパート等が恒久的施

設に当たること、③本件アパート等が日米租

税条約 5 条 4 項各号の恒久的施設から除外さ

れるものに当たらないことを判示する形を

とっている。 

(1) 日米租税条約5条4項の文理解釈とOECD

コメンタリーへの言及について 

イ 本判決の判示 

まず、日米租税条約 5 条 4 項(a)号の解釈に

ついては、日米租税条約 5 条 4 項各号の文言

から、「(a)号ないし(d)号は、文理上、『準備的

又は補助的な性格の活動』の例示であると解

することができる」と判示している。さらに、
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この解釈について、「日米租税条約 5 条 4 項

は、OECD モデル租税条約 5 条 4 項と同文で

あり、OECD モデル租税条約に準拠して定め

られたものであるところ、」OECD 理事会は、

OECD の加盟国の「課税当局は、OECD モ

デル租税条約に基づく二国間条約の規定の解

釈適用において OECD コメンタリーに従う

べきとの勧告を行っている」と述べた上で、

OECDモデル租税条約5条のコメンタリーパ

ラグラフ 21及び 27の一部を引用して国際的

にも妥当な解釈であることを補強している。 

租税条約の解釈における OECD コメンタ

リーの位置付けに関して、本判決では引用し

ていないが、最高裁平成 21 年 10 月 29 日判

決（民集 63 巻 8 号 1881 頁、いわゆるグラク

ソ事件）を踏まえて、「解釈の補足的な手段」

として参照されたものと考える。 

ロ OECD での議論の推移 

本判決にも引用されているように、OECD

モデル租税条約 5 条 4 項のコメンタリーでは、

「これらの活動の共通の特徴は、一般に、準

備的又は補助的な活動であることである。こ

れは(e)号で定められる例外として明文に

よって定められている。(e)号は、実際には、

第１項が規定している定義の適用範囲に対す

る一般的な制限である。〔中略〕したがって、

第 4 項の規定は、一方の国の企業が、純粋に

準備的又は補助的な性格の活動を他方の国で

行う場合には、当該他方の国で租税を課され

ることがないように企図されているのであ

る。」（パラグラフ 21）、「第 4 項は、準備的又

は補助的な性格を有する活動を遂行する事業

を行う一定の場所に関して、第 1 項の一般的

定義に対する例外を規定しようとするもので

ある。」（パラグラフ 27）と述べられており、

恒久的施設から除外されるのは、準備的又は

補助的な活動であるとしている。 

その一方で、前述のパラグラフ 27 では、4

項(f)号に関して、(a)号ないし(e)号に掲げる項

目の組合せの活動が準備的又は補助的な性格

の規準を充たさずとも恒久的施設から除外し

たい国には、(f)号のただし書きを削除するこ

と認めており、準備的又は補助的な活動のみ

が除外されるという考え方で議論が統一され

ているわけではないことを示している。 

また、OECD ワーキンググループが 2012

年 10月 19日に公表した報告書(7)（以下「2012

年報告書」という。）において、OECD モデ

ル租税条約 5 条 4 項(a)号ないし(d)号の適用

に関し、事業を行う一定の場所で行われてい

る活動が(a)号ないし(d)号に掲げられている

活動の一つであれば、その活動が準備的又は

補助的な性格の活動に限られる必要はないと

の見解を出した。 

その後、BEPS 行動計画 7 では、人為的な

恒久的施設認定回避が問題とされ、それに対

処するために PE の定義の変更が検討される

こととなり(8)、2012 年報告書での見解は 5 条

4 項の当初の目的に整合しないのではないか

との意見を受けて、同項(a)号ないし(d)号の規

定に準備的又は補助的要件が課されるべきか

どうかを改めて検討することとされた

（BEPS 行動 7・2014 年ドラフト(9)）。 

検討の過程では、5 条 4 項(a)号ないし(d)

号の活動についても「準備的又は補助的な性

格のものである場合に限る」こととする次の

ような改正をする選択肢Eと、(a)号ないし(d)

号にそのような要件を付さない場合の改正案

である 3 つの選択肢（F, G, H）の計 4 つの選

択肢が示された(10)。 

選択肢 E 

「4 次の活動を行う場合、『恒久的施設』

に当たらない。ただし、その(a)号から(e)

号までの活動（(f)号の場合には、その組合

せによる活動の全体）が準備的又は補助的

な性格のものである場合に限る。 

(a) 物品等の保管・展示・引渡しのために

のみ施設を使用 

(b) 企業の在庫を保管・展示・引渡しのた

めにのみ保有 
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(c) 企業の在庫を他の企業による加工の

ためにのみ保有 

(d) 企業のために物品等を購入し、又は情

報収集のみを目的として、一定の場所を

保有 

(e) 企業のためにその他の活動を行うこ

とのみを目的として、一定の場所を保有 

(f) (a)号から(e)号までの活動を組み合わ

せた活動のみを目的として、一定の場所

を保有(11)」 

（アンダーラインが改正箇所である。） 

BEPS 行動 7 最終報告書においては、この

改正案（選択肢 E）が採用された(12)。ただし、

人為的な恒久的施設認定回避に対しては細分

化対策ルール（後述(2)イ）などで対処すべき

であり、予測可能性を重視して 5 条 4 項(a)

号ないし(d)号に掲げられている活動は準備

的又は補助的な性格を持つものに限らず恒久

的施設から除外すべきと考える国は、準備的

又は補助的要件を(e)号及び(f)号のみに限る

とする別案を採用することもできることも示

されている(13)。 

このような経緯からみると、OECD コメン

タリーにおける 5 条 4 項の解釈が一義的に定

まっているとは読み切れず、OECD 加盟国の

中でも見解は統一されていないことがうかが

える(14)。 

ハ OECD での議論を踏まえた準備的又は

補助的要件の検討 

そうすると本判決が示した、日米租税条約

5 条 4 項(a)号ないし(d)号の文理上の解釈、及

びその補強に OECD コメンタリーを用いる

ことができるかについて疑問が生じうるとこ

ろではあるが、日米租税条約 5 条 4 項(a)号な

いし(d)号の活動が準備的又は補助的なもの

に限るという本判決の解釈が妥当であると考

える。当該各号に規定されている活動が無条

件に恒久的施設に該当しないというのは適切

と思われないからである。 

例えば、インターネット販売業者のビジネ

スモデルにおいて、商品を迅速に配送するこ

とや返品の受領と代替商品の送付のような顧

客サービスを提供するためには、顧客の近く

に倉庫や対応する人員を確保することが必要

であり、それがインターネット販売業の重要

な要素であると考えられる。したがって、そ

の活動が同項(a)号の引渡しに当たるとして

も、当該事業における重要性を考慮すれば準

備的又は補助的な性格の活動に当たらないも

のと考えられる。このように実質的に重要な

事業活動を行っているにもかかわらず恒久的

施設と認定されず課税対象とならないとする

と、国内事業者とのバランスから適当とは思

われないことから、本判決の解釈を支持する

ものである。 

なお、BEPS 行動計画 7 の議論の途中経過

を示す 2015 年改訂ディスカッションドラフ

トでは、「準備的又は補助的」という文言が不

明確であるという意見があることが紹介され

ている(15)。課税要件明確主義からすれば、明

確な定めが求められ、不確定概念（抽象的・

多義的概念）を用いることに慎重でなければ

ならない。しかし、一方で、法の執行に際し

て具体的事情を考慮し、税負担の公平を図る

ためには、不確定概念を用いることは、ある

程度不可避で、必要であるとされている(16)。

インターネット通信販売事業のような技術の

進歩による新たな事業形態の発生を考えると、

(a)号ないし(d)号に掲げる項目の持つ意味も

変わることもあり得るのであり、事業の本質

的かつ重要な機能を果たしているかをケース

バイケースで判断する規定であることが望ま

しく、準備的又は補助的要件が不明確な点を

有するとしても恒久的施設認定の要件として

必要であると考えるものである。 

なお、BEPS 行動 7 最終報告書では、コメ

ンタリー改正案において次のような事例が追

加して記述されている。例えば、(a)号につき、

果実の輸出業者が通関手続の間のみ保管する

ために保有する特別な果実保管用施設に同号
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の適用があること、(b)号につき、商品等の在

庫が独立した物流会社の倉庫の中にあっても、

商品等の検査やメインテナンスのために企業

が制限なく利用できる場所がある場合は、同

号を適用し、準備的又は補助的要件を充たす

かどうかで、利用する企業の恒久的施設認定

の判断をすること、(c)号につき、受託製造業

者に保管されている物品につき、その受託製

造業者の施設内に、物品の検査やメインテナ

ンスのために制限なく利用できる場所がある

場合は、同号を適用し、準備的又は補助的要

件を充たすかどうかで、利用する企業の恒久

的施設認定の判断をすること、(d)号につき、

農産物の流通業者が外国の産地に保有する購

入事務所は、買付作業に特別な技能・知識が

必要なゆえに本質的かつ重要な機能を果たし

ているとして、その流通業者の恒久的施設を

構成すること、などが記述されており、各号

の適用をより明確にしようとしているものと

思われる(17)。課税庁もこのコメンタリーに

沿って課税関係を判断するだろうから、納税

者の予測可能性も高まるだろう。 

本判決により、日米租税条約 5 条 4 項各号

の解釈に一定の結論が出されたものと考えら

れるが、同項各号が準備的又は補助的な活動

にのみ適用があることが、早期に条約改正に

より示されることが望まれる(18)。 

 

(2) 本件における恒久的施設該当性の検討 

本判決は、恒久的施設該当性の判断におい

て、まず日米租税条約 5 条 1 項の該当性を検

討し、次いで同条 4 項の該当性を検討してい

る。 

イ 恒久的施設該当性 

日米租税条約 5 条 1 項の恒久的施設該当性

については、本件アパート等において商品の

保管、梱包・発送、返品の受領・代替商品の

発送が行われていることなどから認めている。

さらに本件アパートのみについても、ホーム

ページ掲載住所であること、商品発送元であ

り返品先であるということから、本件倉庫と

一体となって活動している場所として認定し、

X 及び本件従業員が本件アパートで作業を

行っていることは求めていない。本件アパー

トと本件倉庫を合わせて恒久的施設と認定し

たことは、別々の場所の施設であっても一体

として機能している場合には一つの恒久的施

設として認定することが適切であることを示

しているものと考えられる(19)。 

なお、この点については、BEPS 行動 7 最

終報告書において、同一企業あるいは密接に

関連する企業が、複数の（事業を行う一定の）

場所で相互に補完的な活動を行う場合は、準

備的又は補助的な活動に当たらないものとし、

それらの場所を一体の場所とみなして恒久的

施設認定をする細分化対策ルール（anti-

fragmentation rule）の勧告をしている(20)。

営業拠点を分割して恒久的施設認定回避を行

うことを阻止しようとするものであり、本件

のように、同一の者により利用されている本

件アパートと本件倉庫が相互補完的な活動を

していることを認定できる場合には、このル

ールの適用があるのではないかと思われる。 

ロ 準備的又は補助的要件該当性 

恒久的施設が準備的又は補助的な活動を行

う場所なのかについては、事業を行う一定の

場所での活動が企業の全体としての活動の本

質的かつ重要な部分を形成するか否かで決す

べきものである(21)。本判決では、本件企業の

所在地が日本国内であることが電子商店街等

への出店条件であること、本件アパート等は、

本件販売事業における唯一の販売拠点（事業

所）としての役割・機能を担い、インターネッ

ト通信販売事業において重要である配送、返

品受領を行っていたことなどから、本件アパ

ート等で重要な業務を行っていたと認定し、

日米租税条約 5 条 4 項各号のいずれにも該当

しないとしている。これは、インターネット

通信販売事業の特性により、恒久的施設の果

たした役割・機能を基に当該事業全体との関
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係で本質的かつ重要な部分であることを判断

しており、OECD コメンタリーに即したもの

であると考える(22)。 

 

(3) インターネット通信販売事業における

コンピュータの存在 

インターネット通信販売事業においては、

注文の処理、在庫管理をするコンピュータや

サーバの存在は重要であると考えられる。 

電子商取引における恒久的施設の存在につ

いて、OECD コメンタリーでは、ウェブ・サ

イトが保存され、そのサイトにアクセスでき

るサーバは、それを操作する企業の事業を行

う一定の場所を構成し得るとされているとこ

ろである(23)。インターネット通信販売事業に

おいては、サーバとしての機能を果たすパソ

コンをもって恒久的施設認定が可能であると

考えられる。また、ある企業が、特定の場所

においてコンピュータ設備を操作する場合に

は、その企業の職員がそこでその設備の操作

をしていなくとも、恒久的施設が存在し得る

とされている(24)。 

本件において課税庁は、本件アパートに受

注ソフトが組み込まれたパソコンがホストコ

ンピュータであり、そのパソコンが販売契約

の締結において不可欠かつ中心となる役割・

機能を担っていたとの主張をしていた(25)。こ

れに対し本判決では、被告の主張する事実を

認めておらず(26)、本件の恒久的施設該当性の

判断には影響を与えていないが、ホストコン

ピュータが本件アパート等にあれば、準備的

又は補助的活動でないことはさらに明らかな

ものだったであろう。インターネットを利用

した事業の場合には、ホストコンピュータの

存在は重要で、準備的又は補助的活動かどう

かの判断にはコンピュータなどの設備の設置

場所、利用方法などを検討することは欠かせ

ないと考える(27)。 

 

４．恒久的施設帰属所得（争点ロ）について

の検討 

非居住者・外国法人が日本国内における支

店などの事業を行う一定の場所、すなわち恒

久的施設を通じて事業を行う場合に、その恒

久的施設に帰せられるべき所得が課税対象と

なる（所得税法（以下「所法」という。）161

条 1 項 1 号、法人税法（以下「法法」という。）

138 条 1 項 1 号）。 

課税対象となる所得については、平成 26

年度の国内法の改正において、非居住者・外

国法人への課税原則がそれまでのいわゆる総

合主義から帰属主義に変更された。この改正

により、恒久的施設帰属所得は、国内源泉所

得の一つと位置付けられ、その算定は恒久的

施設に帰属すべき所得の算定アプローチであ

る AOA によるものとなった。 

本判決で争われている処分は、AOA によら

ない日米租税条約 7 条により行われたもので

ある。そこで、本稿では、まず、本判決にお

ける課税（推計課税）について検討し、次に、

AOA による所得算定を本判決の事例に当て

はめた場合を検討する。 

 

(1) 本判決における日米租税条約に基づく推

計課税 

イ 推計課税の要件 

日米租税条約によれば、本件においては、

① X の所得のうち本邦において課税対象と

される所得は、日本国内の「恒久的施設」を

通じて行われた事業による部分であり（7 条

1 項第 2 文）、また、② 当該所得については、

当該恒久的施設をXと独立の立場にある企業

と擬制した上で、X の所得を当該恒久的施設

に配分することによって算定する（同条 2 項

及び 3 項）ことになる。 

また、課税当局が入手可能な情報が恒久的

施設の利得の決定に十分でない場合、国内法

による推計課税が認められ（同条 4 項）、X

が無申告で、帳簿書類の提出を拒否したこと
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から、課税庁は推計課税を行っている。推計

課税の適法要件は、推計課税の必要性と推計

方法の合理性が要件であると解されてお

り(28)、本判決もその判断枠組みに従ってい

る(29)。 

ロ 推計課税の必要性 

推計の必要性については、①納税義務者が

帳簿書類を備え付けていない場合、②帳簿書

類の備付けがあってもその内容が不正確で信

頼性に乏しい場合、③納税義務者が課税庁の

調査に協力しないため直接資料が入手できな

い場合であるとされ(30)、本件は③に当たるも

のでありその要件を満たしていると考えられ

る。 

ハ 推計方法 

推計課税における推計方法として、所法

156 条、法法 131 条では「財産若しくは債務

の増減の状況、収入若しくは支出の状況又は

生産量、販売量その他の取扱量、従業員数そ

の他事業の規模」を規定しているが、

これは例示に過ぎないものと解されてい

る(31)。課税庁により実務上行われている推計

方法としては、比率法、効率法、資産増減法、

消費高法があるとされている(32)。また、同業

者の類似性も求められ、業種・業態の同一性、

法人・個人の別の同一性、事業所の近接性、

事業規模の近似性が必要であるとされてい

る(33)。 

本判決では、本件アパート等の役割・機能

が「唯一の販売拠点」であること、本人所得

比率算出年分と本件各係争年分において本件

販売事業の基本的内容に変化はないことを認

定した上で、本件の本人所得率により算出し

た推計方法は合理的なものと判断している。

この事実認定を前提にすれば、推計方法の合

理性に問題はないと思われる。 

また、X が米国での事業活動に支出した経

費については、X が米国移住したことにより

本件販売事業の経費率が増加した事情はない

と事実上推定できるとして、控除しなくとも

推計の合理性を否定する事情に当たらないと

している。これは、米国移住後に米国で支出

した経費とほぼ同額の経費が米国移住前にお

いても発生していて、それが本人所得率に反

映されていると考えられたからではないだろ

うか。 

ニ 実額反証 

もし、X から米国での経費についてのみ実

額に基づく資料を基に主張した場合はどのよ

うになるであろうか。東京高裁平成 6 年 3 月

30 日判決(34)では、「単に収入又は経費の実額

の一部又は全部を主張証明するだけでは足り

ず、収入及び経費の実額をすべて主張・証明

することを要するというべきである」として

おり、これが判例の一般的な立場であるとさ

れている(35)。また、課税庁が推計した収入金

額は必ずしも全額であるとは限らないことか

ら、納税者が経費を実額で反証する場合、推

計で算定された収入金額に対応した経費であ

るという対応関係の立証も必要である。そう

なると、納税者は収入金額を立証した上で、

経費について直接費用であれば収入金額との

個別対応関係を、間接費用であれば期間対応

関係について立証する必要があることにな

る(36)。米国で発生した経費で恒久的施設に帰

属する経費について実額で主張したとしても、

容易には認められなかったのではないかと考

えられる。 

 

(2) 現行国内法（AOA）における恒久的施設帰

属所得 

次に、現行の国内法が適用された場合につ

いて本件に即して考えてみたい。 

平成 26 年度の改正より、AOA により恒久

的施設の帰属所得を求めることとされている。

第一ステップとして、恒久的施設の果たす機

能及び事実関係の分析に基づいて、外部取引、

資産、リスク、資本（非居住者においては純

資産）を恒久的施設に帰属させ、恒久的施設

と本店等との内部取引を認識・性質決定し（所
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法 161 条、165 条の 3、法法 138 条、142 条

の 4）、第二ステップとして、その内部取引が

独立企業間で行われたものとして、恒久的施

設帰属所得を算定する（租税特別措置法（以

下「租特法」という。）40 条の 3 の 3、66 条

の 4 の 3）方法が採用されている(37)。 

内部取引に係る独立企業間価格は、移転価

格税制による算定方法と同様に行われる（租

特法 40 条の 3 の 3 第 2 項、66 条の 4 の 3 第

2 項、租特法施行令 25 条の 18 の 3 第 3 項～

5 項、39 条の 12 の 3 第 1 項）。したがって、

内部取引が棚卸資産の販売又は購入に相当す

る取引である場合には、①独立価格比準法、

②再販売価格基準法、③原価基準法、④取引

単位営業利益法、⑤利益分割法又は⑥これら

の方法に準ずる方法のうち、その内部取引の

内容及び当事者の果たす機能その他の事情を

勘案して、その内部取引の対価の額とされる

べき額を算定するための最も適切な方法によ

り算定した金額である。また、独立企業間価

格を算定する場合の比較対象取引には内部取

引は含まれないとされている(38)。 

 

(3) 本件に現行法を適用した場合の検討 

イ 第一ステップ 

本判決の事実関係を前提に分析を行うと、

本件アパート等において、インターネット通

信販売事業における唯一の販売拠点として、

商品（自動車用品）の保管・発送、返品の受

領と代替商品の発送が行われていた。一方で、

米国で X が行っていた主な業務の内容は、市

場動向の調査、商品の仕入れ及び支払業務、

X ホームページ等の管理（記事掲載等）、電子

メールによる顧客とのやり取り、日本語取説

書の作成業務であった。これらの事実関係か

らすると、本件アパート等の恒久的施設の基

本的な事業は、自動車用品の輸入販売業と考

えられるだろう。 

ロ 第二ステップ 

この機能・事実関係分析を受けて、内部取

引に係る恒久的施設に帰属すべき利得を、日

本において自動車用品を輸入販売する事業者

を比較対象として算定することとなろう。独

立企業間価格算定方法としては、本件では無

形資産の存在はうかがえないことから、扱う

商品の種類が限定されていれば、独立価格比

準法を用いるのが適当であろうが、多種にわ

たる場合には、再販売価格基準法あるいは取

引単位営業利益法を用いることが考えられる。 

ここでXが販売に関して果たしていた市場

動向調査、ホームページ等の管理、顧客との

交渉などの機能を反映させるために差異の調

整が必要とも考えられるが、本件アパート等

が唯一の販売拠点であることから、これらの

機能に係る費用を本店配賦経費として、恒久

的施設に配分することとなるのではないかと

考えられる。 

内部取引の価格が算定されれば、これを X

の総収入金額から控除し、更に本件アパート

等での経費、本店配賦経費を控除して恒久的

施設の所得が求められる。 

なお、インターネット通信販売事業を行う

場合に、倉庫等の施設を法人の子会社が所有

する場合もあろう。この場合には、まず、当

該法人と当該子会社との間の取引関係につき、

独立企業間原則が適用され、その上で、当該

子会社が当該法人の従属代理人として活動し

ている恒久的施設（以下「代理人 PE」とい

う。）と認定されれば、その帰属所得を算定す

ることとなる。 

BEPS 行動 7 最終報告書において、代理人

PE が認められる要件の拡大を提案してい

る(39)関係から、同報告書では、OECD モデル

条約 7 条の適用に当たって、さらなるガイダ

ンスが必要であるとしている(40)。その追加的

なガイダンスのディスカッションドラフトが

2017 年 6 月に公表され、子会社が代理人 PE

として活動する場合に配分される利得の算出

について事例を示し、意見を求めている(41)。 
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(4) 本店配賦経費 

非居住者又は外国法人の恒久的施設帰属所

得に係る所得の金額の計算に算入する費用

（販売費、一般管理費その他の費用）には、

恒久的施設を通じて行う事業及びそれ以外の

事業に共通するこれらの費用のうち、合理的

な基準で恒久的施設を通じて行う事業に配分

した金額も含まれる（所法 165 条 2 項 2 号、

法法 142 条 3 項 2 号）。恒久的施設に配賦さ

れた経費については、それに関する帳簿保存

がなされていない場合は必要経費又は損金の

額に算入されないこととなっている（所法

165 条の 5、所令 292 条 3 項、法法 142 条の

7、法令 184 条 2 項）。 

帳簿書類の提出が行われていないため帳簿

保存がないとみられる本件では、現行制度に

おいても X が米国で支出した費用のうち、恒

久的施設を通じて行う事業に配分した金額を、

本件企業の必要経費として恒久的施設の利得

から控除することはできないものと考える。

なお、本件は、先に述べたように本件アパー

ト等が唯一の販売拠点であり、むしろ本件ア

パート等が本店としての機能を果たしている

と思えるような事案であるといえ、本件で帳

簿書類の提示がなされていれば、X が米国で

支出した費用のほとんどが必要経費となるも

のと思われるのである。 

 

(5) 恒久的施設取引に係る文書化制度 

恒久的施設の果たす機能・事実関係分析を

行うためには、恒久的施設の果たす機能や内

部取引の認識に必要な内部における資産や金

銭の移動状況が分からなければならならず、

それについて書類の形で示すことが求められ

ている（所法 166 条の 2、法法 146 条の 2）。

それが恒久的施設に係る取引についての文書

化制度であり、恒久的施設帰属外部取引に関

する書類（所得税法施行規則（以下「所規」

という。）68 条の 2、法人税法施行規則（以

下「法規」という。）62 条の 2）、内部取引に

関する書類（所規 68 条の 3、法規 62 条の 3）

を作成しなければならないこととなっている。

この結果、納税者には内部取引文書作成とい

う負担はあるものの税務リスクの軽減になり、

課税庁としては、機能・事実関係分析の効率

化が図られるとともに税務執行の明確化に資

するものと考えられる(42)。 

さらに、本店等と恒久的施設の間の内部取

引の利得については、独立企業間価格により

算定される。この内部取引に係る独立企業間

価格の算定に必要と認められる書類の提示又

は提出が遅滞なく行われない場合には、課税

庁により比較対象企業である同業者に対する

質問検査（租特法 40 条の 3 の 3 第 4 項、66

条の 4 の 3 第 4 項）や推定課税（租特法 40

条の 3 の 3 第 3 項、66 条の 4 の 3 第 11 項に

おいて準用する同法 66 条の 4 第 6 項）が行

われることとなる。この提示又は提出される

べき書類は、内部取引の内容を記載した書類

と独立企業間価格を算定するための書類であ

る（租特法施行規則 18 条の 19 の 3、22 条の

10 の 3）。 

 

(6) 推定課税 

内部取引に係る独立企業間価格の算定に必

要な書類の提示又は提出が遅滞なく行われて

いるとは思われない本判決のようなケースで

は、(5)で述べた推定課税の規定が適用される

であろう。この場合、移転価格税制上の推定

課税における独立企業間価格算定要件ついて

判示した東京高裁平成25年3月14日判決(43)

（以下「東京高裁判決」という。）が参考とな

ろう。 

なお、東京高裁判決の係争年度においては、

独立企業間価格算定文書の作成及び保存義務

を定める規定は措置されておらず、課税庁の

職員が、法人に対し独立企業間価格を算定す

るために必要と認められる書類又はその写し

の提示又は提出を求めた場合に、これら書類

を遅滞なく提示又は提出しなかったときには
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推定課税及び同業者調査が行われるという形

で、間接的に独立企業間価格算定文書の作成

及び保存を義務化したものにすぎなかっ

た(44)。 

東京高裁判決は、推定課税規定の趣旨につ

いて、原審である東京地裁平成 23 年 12 月 1

日判決(45)を引用して、「租特法 66 条の 4 第 7

項は、推定による課税の制度を設けているが、

これは、主として、国外関連取引における独

立企業間価格の算定の根拠となる帳簿書類等

の提示又は提出についての納税者の協力を担

保する趣旨で設けられたものである。すなわ

ち、独立企業間価格の算定に必要な帳簿書類

等の入手は、国外関連者からのものを含めて

移転価格税制の適用に必要不可欠のものであ

り、そのような帳簿書類等の提供又は提出に

ついて納税者側からの協力が得られない場合

に、税務当局が何の手だてもなくこれを放置

せざるを得ないということになれば、移転価

格税制の適正公平な執行が不可能となること

から、推定による課税の制度が設けられたも

のと解される。」と述べている。 

次に、独立企業間価格の立証責任及び推定

課税における比較対象取引の要件について、

「〔租特法 66 条の 4 第 7 項〕の規定は、納税

者側の書類の不提示、不提出という事情が存

する場合に、独立企業間価格の立証責任を課

税庁側ではなく納税者側に負わせることとす

る一種の立証責任の転換を定めた規定である

と考えられ、同項に基づいて推定される金額

は、同項所定の算定方法に従って算定された

一応独立企業間価格と認められる金額であれ

ば同項の趣旨に反するものではないと考えら

れること、同項の趣旨からは、同項による推

定課税が不可能又は著しく困難となる場合が

多くなることは移転価格税制の制度の意義を

没却することにつながりかねないことからす

ると、…（事業の同種性）及び…（事業内容

の類似性）については、それほど高度で厳格

なものは要求されていないと解するのが相当

である。」としている。 

東京高裁判決は、制度趣旨から導かれた結

論であるので、恒久的施設の内部取引に係る

独立企業間価格の算定における推定課税にお

いても同様に要件が緩和されるものと思われ、

また、そのように解すべきと考える(46)(47)。 

要件の緩和が行われたとしても、本件で用

いている本人所得比率は、移転価格税制によ

る算定手法として用いることができるのであ

ろうか。東京高裁判決では関連者取引を含ん

だ金額を基礎とすることも認めている(48)こ

とから内部比較対象取引として、利用するこ

とは可能なのかもしれない。しかし、関連者

取引のみを比較対象とし、しかも年分が異な

る取引を比較対象取引とすることは避けるべ

きものと考える。なお、本件のような本人比

率は、内部取引利益の算定結果の検証に用い

ることはできると思われる。 

 

(7) 同時文書化制度 

平成 28 年度改正により、独立企業間価格

算定文書の同時文書化制度が導入された。こ

れは、納税者と課税庁との間の情報の非対称

性を解消するため、BEPS 行動 13 最終報告

書「移転価格文書化制度及び国別報告書」の

勧告に基づき措置を講じたものである(49)。同

時文書化制度は、内国法人と国外関連者との

取引に係る制度であるとともに、恒久的施設

にも適用があり、子会社形態での進出であっ

ても、支店形態での進出であっても、同じに

扱われることとなっている(50)。 

これにより、独立企業間価格を算定するた

めに必要な書類を、確定申告書提出期限まで

に作成・取得し、国内に保存しなければなら

ないものとされた(51)。同時文書化の対象とな

る内部取引に係る財務省令で定める書類につ

いて、課税庁の職員が提示又は提出を求めた

日から 45 日以内、又は提出の準備に通常要

する日数を勘案して当該職員が指定する日ま

でに提出しなかった場合には、(5)で述べたよ
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うに比較対象企業に対する質問検査や推定課

税が行われる。また、同時文書化対象内部取

引に係る独立企業間価格を算定するために重

要と認められる書類として財務省令で定める

書類及び同時文書化が免除される内部取引に

係る独立企業間価格を算定するために重要と

認められる書類については、期限の 45 日が

60 日とされている。 

この規定により推定課税の要件がより明確

になったことで、推定課税への移行が増加す

る可能性もある。しかし、納税者からの資料

の提出がない中での課税は課税庁にとっても

難しいものであると思われ、適正公平な課税

の執行のためには非居住者・外国法人全体に

おいて文書化制度へのコンプライアンスが向

上するように努めていく必要もあろう(52)。ま

た、恒久的施設の内部取引に係る独立企業間

価格の算定方法及びその具体的内容などにつ

いて事前確認の申出ができることとされてい

る(53)。納税者の課税リスクの軽減に資するも

のであり、利用が進むことが期待される。 

 

５．おわりに 

ここまで、インターネット通信販売事業に

おける恒久的施設該当性及び恒久的施設帰属

所得について検討してきた。 

Amazon.com が日本に進出してすでに 15

年以上が経過し(54)。その存在が大きくなるに

つれ、インターネット通信販売事業に対する

課税関係の整理が必要であると意識されてき

たものと思う。 

BEPS 行動計画 7 において問題とされたの

は、多数の従業員を有する大規模な倉庫を利

用したインターネット通信販売事業のほか、

コミッショネア取引、恒久的施設の細分化に

よる恒久的施設認定回避であったが、後者の

2 つもインターネット通信販売事業について

も問題となり得るものである。BEPS 行動 7

最終報告書により、恒久的施設の定義の見直

しなどの解決策が示され、それは恒久的施設

の認定回避を防ぎ、課税の空白を埋める有効

な手段となろうが、その認定及び所得算定は

課税庁にもやさしいものではなかろう。AOA

の導入により、国際的に同じ基準で所得算定

が行われることとなれば、諸外国の事例も参

考にできるようになる。そのような国際的な

情報共有が図られて、執行の安定性や予測可

能性が高まることを期待したい。 
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たインターネット通販事業のほか、コミッショネ

ア取引、恒久的施設の細分化による恒久的施設認

定回避などであった。 
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書を提出しなければ、日米租税条約 7 条 1 項によ

る税の軽減又は免除を受けることができないの

か否か。」という争点があり、「実特法省令に基づ

く届出書を提出しなかったことをもって、同項の

適用を否定することはできない。」と判示してい
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が事実上不可能であること、OECD 移転価格ガ

イドラインとの不整合で相互協議が困難となる

ことなどの問題点が指摘されている。大野雅人

「移転価格課税における文書化義務と推定課税」

筑波ロー・ジャーナル 15 号 24 頁以下（2013）。 
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(49) 波戸本ほか・前掲注(44)563 頁。OECD/G20 

BEPS project, Transfer Pricing Documentation 
and Country-by-Country Reporting, Action 13: 
2015 Final Report, (2015) 

(50) 平成 28 年改正後の租特法 40 条の 3 の 3、66

条の 4 の 3。平成 29 年 4 月 1 日以後に開始する

事業年度分の法人税又は平成 30 年分以後の所得

税について適用。 
(51) 例外として、①前事業年度において、内部取引

の対価の額とした額の合計額が 50 億円未満であ

る場合、②内部取引（特許権、実用新案権その他

の財務省令で定める資産の譲渡若しくは貸付け

（資産に係る権利の設定その他他の者に資産を

使用させる一切の行為を含む。）又はこれらに類

似する取引に相当するものに限る。）の対価の額

とした額の合計額が 3 億円未満である場合、又は

③内部取引がない場合には同時文書化義務は免

除される。 
(52) 駒宮・前掲注(43) 127 頁で、同教授は、推定課

税が行われると、それを上回る信頼性のある比較

対象取引を質問検査のない納税者が反論として

提出することは困難であることなどから、課税庁

による安易に推定課税に走ることなく、推定課税

制度を納税者の資料提出の説得に使用するよう

な運用を求めている。 
(53) 平成28年6月28日付査調 7-1ほか 3課共同、

国税庁長官通達「恒久的施設帰属所得に係る所得

に関する調査等に係る事務運営要領の制定につ

いて（事務運営指針）」第 6 章参照。 
(54) Amazon.co.jpの営業開始は2000年11月1日。

同社のプレスリリースより。 

https://www.amazon.co.jp/gp/press/info/home/r

ef=gw_m_b_pr（最終閲覧平成 28年 10月 31日） 


